別紙１－１
空港・港湾における脱炭素化促進事業実施報告書
（空港における脱炭素化促進事業）
１．申請者等の概要
	事業名
	空港における脱炭素化促進事業

	事業実施の事業者名
	

	代表事業者

	事業実施責任者
	氏名
	

	
	所属部署名・役職
	

	
	住所（所在地）
	〒

	
	電話番号
	

	
	E-mailアドレス
	

	連絡窓口担当者
	氏名
	

	
	所属部署名・役職
	

	
	住所（書類の受領先）
	〒

	
	電話番号
	

	
	E-mailアドレス
	

	共同事業者

	事業実施責任者
	共同事業者名称
	

	
	氏名
	

	
	所属部署名・役職
	

	
	電話番号
	

	
	E-mailアドレス
	


　※共同事業者が複数ある場合は、共同事業者欄を増やしてください。
２．事業の目的・内容
	※該当するものにチェック☑を付けること。
□　APU（補助動力装置）からGPU（地上動力装置）に切り替えを行う事業
□　上記以外（上記以外に☑を付けた場合は補助対象になりません。）　
（１）事業の目的及び概要
＊本事業への申請の背景と経緯や補助事業者における本事業の目的と目標を簡潔に記載すること。
＊本事業のスキーム、特性等に留意して記入すること。
＊補助事業及び導入する設備等の概要（内容・規模等）を記入すること。
(２)事業の主たる実施（導入）場所　※地図を添付すること。
住所
実施場所
(３)補助対象設備等の概要
設備等の名称
導入設備
※該当するものにチェック☑を付けること。
□固定式GPU
□移動式GPU
導入場所
＊図等を用いてわかりやすく記載すること。
＊導入する設備等の仕様書・配置図・システム図等の根拠資料を添付すること。
【概要】
＊交付規程別紙（第３条関係）１「対象事業の要件」に適合しているかが明らかになるようにわかりやすく記入するとともに、導入する個々の設備に関する詳細な説明、技術的な特徴、仕様、規模、数量等を記入すること。
【イメージ図】
（４）導入設備・機器　※機器・設備の耐用年数の根拠資料を添付すること。
設備・機器名称
数量
法定耐用年数
①
台
年
②
台
年
③
台
年
④
台
年



３．事業の効果
	【設備導入前と比較したCO2削減率】
※該当するものにチェック☑を付けること。
□　５０％以上　　□５０％未満（50％未満に☑した場合は補助対象になりません。）　　　　
【導入するシステムによるCO2削減効果・CO2削減コストの直接効果及びその算出根拠】
＊電力消費量と排出係数、燃料法等算定方式を記載すること。
(１)CO2削減効果の算定根拠
※地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜補助事業申請用＞　G.省エネ設備用のExcelの計算式を用いて算出し、提出すること（Excelにジェット燃料の消費量、商用電力（もしくは再エネ電力・バイオ燃料）の消費量を導入前後で入力すること）。http://www.env.go.jp/earth/ondanka/biz_local/gbhojo.html
■事業実施前のCO2排出量計算式：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■事業実施後のCO２排出量計算式：　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(２)CO2削減効果
事業による直接効果
事業実施前のCO2排出量
＊＊＊＊＊＊
t-CO2／年
事業実施後のCO2排出量
＊＊＊＊＊＊
t-CO2／年
CO2削減量
＊＊＊＊＊＊
t-CO2／年
CO2削減率
＊＊＊＊＊＊　
％
※数値は小数点第２位を四捨五入して記載すること。
(３)CO2削減コスト
＊事業実施によりCO2を1トン削減するために必要なコストを次の計算式を用いて算出し、計算式も記載すること。

■補助対象経費ベース　＊＊＊＊＊＊円／t-CO2　（金額は小数点以下を切り捨て）
計算式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊CO2削減コスト[円/t-CO2]＝補助対象経費実支出額[円]（別紙２－１の所要経費（４）の額）÷（ CO2削減効果欄のCO2削減量[t-CO2/年]×法定耐用年数[年]）

＊事業により法定耐用年数が異なる複数の補助対象設備を整備する場合は、CO2の削減コストの算出に当たり、それぞれの設備の法定耐用年数を考慮し計算すること。
例：設備Ａと設備Ｂをまとめて導入する場合
CO2削減コスト[円/t-CO2]＝補助対象経費実支出額[円]÷（設備ＡのCO2の排出削減量[tCO2／年]×法定耐用年数[年] ＋ 設備ＢのCO2の排出削減量[tCO2／年]×法定耐用年数[年]）
＊２ヶ年度の期間を要して設備を整備する場合の補助対象経費実支出額は、各年度の補助対象経費実支出額の合計額とする。



４．今後の脱炭素化計画
	【再生可能エネルギー由来電力やバイオ燃料等の活用計画】
＊再生可能エネルギー由来電力やバイオ燃料の活用等による今後の脱炭素化に向けた計画を記入すること。


５．事業の実施体制
	＊補助事業の実施体制・組織を発注先に加え、施工監理や経理等の体制を含め記入すること（別紙添付でも可）。
■代表事業者、共同事業者等の役割
　■発注から支払等の実施体制



６．資金計画
	＊補助事業に要する経費を支払うための資金の調達計画及び調達方法を記入すること。
①補助対象経費の資金調達方法
　
②資金調達計画
補助金申請額
円
自己資金
円
寄付金その他の収入
円
合計
円
③補助対象設備・工事等の発注先　　※該当するものにチェック☑を付けること。
　　□　補助事業者自身　　　　　□　その他　　
④直近の決算で債務超過になっていないこと　　※該当するものにチェック☑を付けること。
□　債務超過していない　　　　□　債務超過している


７．事業実施に関連する事項
	【他の補助金との関係】
＊他の国の補助金等への応募状況等を記入すること。
【許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項及び実施上問題となる事項】
＊補助事業遂行上、許認可、権利関係等関係者間の調整が必要となる事項について記入すること。



８．設備の運営管理・保守計画
	【設備の運営管理】
＊導入する設備の事業完了後の実運用における運営管理を記入すること。
【設備の保守計画】
＊導入する設備の事業完了後の実運用における保守計画を記入すること。


９．事業実施スケジュール
	＊事業の実施スケジュールを記入すること。事業期間が複数年度にわたる場合には、全工程を含めた実施スケジュールとし、事業内容と照らし合わせ、何をどこまで実施するのかが明らかに分かるように記入すること。
＊実施スケジュールは別紙を添付してもよい。
（１）補助事業の開始及び完了日
開始年月日
　  交付決定日
導入時期　　　令和　年　　月　　日
完了年月日　　令和　年　　月　　日
（２）スケジュール表
<令和５年度> 
４月
５月
６月
７月
８月
９月
１0月
11月
12月
１月
２月
契約
納入①
納入②
支払時期



注１　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用すること。

